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	別紙１　不動産取得税の取り扱いについて
	課税・非課税の考え方
	不動産取得税が非課税となるための条件
	
	ＰＦＩ事業者が建設企業に建設工事を委託する場合、建設工事請負契約及び約款において下記条項、条文（案）を追刔
	建設工事請負契約に追加する内容
	建設工事請負約款に追加する内容

	ＰＦＩ事業者が施設を取得した場合、未使用のまま６ヶ月以内に大阪府へ譲渡する。



	別紙２　保留地先行取得業務に関する提案について
	対象区画
	
	
	
	
	保留地処分支援業務及び保留地先行取得業務の対象とする区画は合計で300区画とする。
	そのうち、先行取得事業については、最低区画数を50区画とし、事業者の提案により250区画までの増加は可能とする。
	対象区画については、完成宅地内にある保留地の中から、府が示すロット単位で、事業者が選択する。保留地の位置、面積、ロット、価格、対象区画の�
	ロット内の区画割りについては、販売促進の観点から地区計画を遵守する限りにおいて、民間事業者の提案により変更可能とする（本昃





	取得事業者
	
	
	
	
	取得事業者は、ＰＦＩ事業者、入札参加企業、入札参加グループの構成員のいずれかとする。





	引渡し時期
	
	
	
	
	第１回目の引渡し（50区画）は平成19年9月とする（ＰＦＩ事業者による供用開始時期の前倒し提案に連動して、第１回目の�
	取得区画数が50区画を超える場合は、平成19年9月以降、半期毎（3月、9月）のタイミングで事業者の提案に応じて引き渡しを�
	各時期に引渡す区画（ロット単位）は事業者が選択する。





	先行取得価格
	
	補足資料において、鑑定評価をベースとしたロット別の標準価格（卸売価格、価格時点は平成17年1月1日）及び、取得区画数の�
	入札時に民間事業者が取得区画を提案する。
	落札者の取得区画に応じて、価格低減基準を適用し、売買契約の予定価格として決定する。
	府は、引渡し時点において再鑑定評価を行い、当該再鑑定評価額を売買価格として決定する。



	別紙３　自主提案事業について
	タウンマネジメント事業
	基本事項
	事業の位置づけ・目的
	事業概要
	事業実施にあたっての留意点

	個別条件
	事業期間
	
	
	事業期間は平成19年10月から平成28年3月までとする。



	保留地処分支援業務との関係
	
	
	平成19年10月から平成22年9月までは保留地処分支援業務の中で夜間警備業務を義務づけているため、同期間において同業務はタウン〃
	平成22年10月以降に同業務をタウンマネジメント事業として継続することは可能である。



	府への報告義務
	
	
	ＰＦＩ事業者は、タウンマネジメント事業の運営状況、利用状況、収支状況に関する事項について、事業年度の半期毎に府に報告�



	事業等の変更
	
	
	運営事業内容の変更を行う場合には、ＰＦＩ事業者は事前に府の書面による承認を得るものとする。



	事業の放棄について
	
	
	ＰＦＩ事業者は、タウンマネジメント事業の運営開始後3年間は提案書に基づく事業を放棄してはならない。



	事業の終了
	
	
	ＰＦＩ事業者は、タウンマネジメント事業の運営開始後3年間以上経過した後でも、府の承諾なくして事業を終了してはならない。



	事業終了後の措置
	
	
	ＰＦＩ事業期間後の措置については、ＰＦＩ事業者が事業を継続するか否かを府とＰＦＩ事業者で協議して決定する。府とＰＦＩ丑



	事務所
	
	
	タウンマネジメント事業の実施にあたり、府が必要と認めた場合には、ＰＦＩ事業者は地区センター複合施設内の多目的ス〛




	タウンマネジメント事業の例示
	タウンセキュリティ
	
	
	警備員による巡回警備サービス
	高性能ホームセキュリティの導入
	防犯カメラの設置
	学校通学路の警備　　　等



	サービスフロント
	
	
	クリーニング、宅配便等の取次サービス
	タクシー手配
	インフォメーションサービス　　　等



	タウンモビリティ
	
	
	カーシェアリング
	レンタサイクル（電動）　　　等



	子育て支援
	
	
	託児サービス　　　等





	里山運営事業
	基本事項
	事業の位置づけ・目的
	事業概要
	事業実施にあたっての留意点

	個別条件
	事業期間
	
	
	事業期間は平成18年10月から平成28年3月までとする。



	保留地処分支援業務との関係
	
	
	平成18年度10月から平成22年9月までは保留地処分支援業務の中で里山イベント業務を義務づけているため、同期間において同業務は�
	平成22年10月以降に同業務を里山運営事業として継続することは可能である。



	敷地に関する条件
	
	
	里山運営事業の対象地は、里山内とし、ＰＦＩ事業者の提案によるものとする。



	府への報告義務
	
	
	ＰＦＩ事業者は、里山運営事業における運営状況、利用状況、収支状況に関する事項について、事業年度の半期毎に府に報告するもの



	事業等の変更
	
	
	運営業務内容の変更を行う場合には、ＰＦＩ事業者は事前に府の書面による承認を得るものとする。



	事業の放棄について
	
	
	ＰＦＩ事業者は、里山運営事業の運営開始後3年間は提案書に基づく事業を放棄してはならない。



	事業の終了
	
	
	ＰＦＩ事業者は、里山運営事業の運営開始後3年間以上経過した後でも、府の承諾なくして事業を終了してはならない。



	事業終了後の措置
	
	
	ＰＦＩ事業期間後の措置については、ＰＦＩ事業者が事業を継続するか否かを府とＰＦＩ事業者で協議して決定する。府とＰＦＩ丑



	事務所
	
	
	里山運営事業の実施にあたり、府が必要と認めた場合には、ＰＦＩ事業者は地区センター複合施設内の多目的スペースあるいは




	里山運営事業の例示
	
	
	
	市民農園
	果樹園
	炭焼き
	椎茸栽培　等





	商業施設等収益事業
	基本事項
	事業の位置づけ・目的
	事業主体
	事業概要
	事業実施にあたっての留意点

	個別条件
	敷地に関する条件
	
	
	商業施設等収益事業の対象地は、地区センターエリアあるいは施設エリア内とし、以下の条件の下で商業施設等事業者の提案によるものとする。た
	対象地は、いずれも保留地予定地であり、ＰＦＩ事業期間中は無償で貸与する。ただし、商業施設等事業者に固定資産税・都市計画税
	土地賃貸借契約の締結時期は本件施設の工事着工予定日とし、終了時期はＰＦＩ事業契約の終了時期とする。



	施設に関する条件
	
	
	建築基準法、水と緑の健康都市地区計画で制限された用途に供してはならない。
	風俗営業、風俗関連営業その他これらに類する業の用、暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又は善良の風俗に反す。
	商業施設等事業者が第三者と施設の賃貸借契約を締結する場合は、事前に書面にて府の同意を得るものとする。商業施設等事業者は土地無償



	営業開始時期
	
	
	商業施設等事業者は、遅くとも平成20年10月までに商業施設等の営業を開始するものとする。



	府への報告義務
	
	
	商業施設等事業者は、商業施設等収益事業に関する運営状況、利用状況、収支状況に関する事項について、事業年度の半期毎に府に報告する



	事業等の変更
	
	
	施設の改変（軽微な変更を除く）、運営事業内容の変更、賃貸契約を結ぶ第三者の変更を行う場合には、商業施設等事業者は事



	事業の放棄について
	
	
	商業施設等事業者は、商業施設等収益事業の営業開始後3年間は提案書に基づく事業を放棄してはならない。



	事業の終了
	
	
	商業施設等事業者は、商業施設等収益事業の営業開始後3年間以上経過した後でも、府の承諾なくして事業を終了してはならない。



	事業終了後の措置
	
	
	ＰＦＩ事業期間終了後の措置については、商業施設等事業者が保留地を取得して事業を継続するか、事業を終了して原状回復の後引き渡すかを帓



	駐車場・駐輪場
	
	
	敷地内に必要な駐車場、駐輪場を確保するものとする。






	別紙４　多目的スペースの利用形態について
	利用区分
	一時利用
	ＰＦＩ事業者の関わり
	
	
	
	ＰＦＩ事業者は、府の施設である多目的スペースの運営業務受託者として、予約事務、貸出時の立会等、鍵の管理などの業務を
	また、ＰＦＩ事業者及びその委託企業はＰＦＩ事業の目的の範囲内で行われる活動、行事等の利用目的で、多目的スペースを無




	利用規程
	
	
	
	一時利用の形態による利用方法については、要求水準書附属資料22「多目的スペースの利用規定（案）」による。
	利用申込受付等の詳細な手続きについては、業務開始時までに府から提示する。





	長期利用
	ＰＦＩ事業者の関わり
	
	
	
	ＰＦＩ事業者及びその委託業者等は、ＰＦＩ事業の目的の範囲内で行われる業務に供する目的で、多目的スペースを長期継�
	使用料については、ＰＦＩ事業の目的の範囲内で行われる業務に供するもので、入札時に提案がなされたものについては、原則として無償（ただし、光熱水谗
	利用用途の例としては下表のとおりである。




	契約形態
	
	
	
	大阪府と民間事業者の間で、無償の場合は「建物無償貸付契約」、有償の場合は「定期建物賃貸借契約」を締結する。それぞれ事�
	契約期間は提案によるが、概ね３年間を目途とする。
	有償の場合の施設使用料は、大阪府公有財産規則第33条に基づき算定する。なお、土地は保留地（予定地）であり、第１項第１号の　
	室内で使用する消耗品、備品及び光熱水費は民間事業者の負担とする。




	地区センター複合施設の建築計画への反映
	
	
	
	ＰＦＩ事業者が長期利用を想定する部分については、複合施設の建築計画に反映させること。
	一時利用目的で、常時使用可能な多目的スペースとして、100㎡（50㎡×2）を最低限確保し、ＰＦＩ事業者等の�
	長期利用部分と一時利用部分（100㎡）の合計が、要求水準書に示す200㎡を下回る場合は、長期利用部分以夀
	長期利用部分と一時利用部分（100㎡）の合計が、要求水準書に示す200㎡を上回る提案も可能である。







